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令和 8年度税制改正大綱④：ファンドに関する PE（恒久的施設）課税
の特例の改正 

弁護士 吉村 浩一郎 

はじめに 

2025（令和 7）年 12月 26 日、政府は令和 8年度税制改正大綱（以下「大綱」という。）を閣議決定した。
本ニュースレターでは、令和 8 年度税制改正大綱特集の第 4 弾として、ファンドに関する PE（Permanent 
Establishment；恒久的施設）課税の特例（以下「PE課税特例」という。）の改正について取り上げる。他の
重要な改正については、「令和 8年度税制改正大綱①：国際課税（グローバル・ミニマム課税、CFC 税制、移
転価格税制、物品に関するプラットフォーム課税）」、「同②：暗号資産取引の分離課税」及び「同③：パーシ
ャルスピンオフ税制の改正」並びに後続のニュースレターを参照されたい。 

なお、本ニュースレターは大綱に基づき記述したものであり、執筆時点の情報に基づく推測も含まれてい
るため、詳細については最終的に成立した法令の内容を確認する必要があることにご留意いただきたい。 

現行の PE課税特例の概要とその課題 

1. PE課税特例の制度趣旨 

ファンドが、わが国の投資事業有限責任組合として組成されている場合、所得税法及び法人税法上、ファ
ンド自体は納税義務者とはならず、ファンドの事業から生じる所得は、ファンドの組合員である投資家が直
接取得するものとして取り扱われる。 

ファンドの投資家に非居住者又は外国法人である者（以下「外国投資家」という。）が含まれている場合、
ファンドの他の組合員の中に国内に恒久的施設（以下「PE」という。）を有する者が一人でもいると、組合の
行う事業が組合員の共同事業であることを理由として、当該外国投資家も国内に PE を有するものとして取
り扱うというのが課税実務の原則的立場である 1。わが国で投資事業有限責任組合が組成される場合、その運
営を担う GP（General Partner；無限責任組合員）は居住者又は内国法人であるのが通常であるから、かか
る課税実務の原則的立場の下では、ファンドに LP（Limited Partner；有限責任組合員）の立場で投資した外
国投資家は国内に PEを有するものとして取り扱われ、その結果、当該外国投資家は、ファンドから支払いを
受ける投資利益の分配金について 20.42%の税率で源泉徴収を受けるとともに 2、ファンドによる投資を通じ
て得た所得について申告納税の義務を負うことになる 3。 

 
1 所得税基本通達 164-4 
2 所得税法 164条 1項 4号、212条、213条 
3 所得税法 161条 1項 1号、164条 1項 1号イ、法人税法 138条 1項 1号、141条 1項 1号イ 

https://www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy2026/20251226taikou.pdf
https://www.nagashima.com/publications/publication20251224-1/
https://www.nagashima.com/publications/publication20251224-1/
https://www.nagashima.com/publications/publication20251225-2/
https://www.nagashima.com/publications/publication20251226-2/
https://www.nagashima.com/publications/publication20251226-2/
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このような取扱いは、外国投資家による国内で組成されたファンドに対する投資を阻害すると考えられた
ため、平成 21 年度税制改正により、組合としての共同事業性が希薄であると考えることのできる一定の要件
を満たした場合において、外国投資家は PE を有しないものとみなすこととされた 4。これが本ニュースレタ
ーで取り上げる PE課税特例であり、その正式名称は「外国組合員に対する課税の特例」という。PE 課税特
例は、その後の平成 30 年度税制改正により、PE を有しないものとみなすことに代えて、当該 PE に帰属す
る国内源泉所得について、所得税及び法人税を非課税とする内容に改正されている。 

2. 現行の PE 課税特例の下で外国投資家が充足すべき要件とその課題 

現行の PE 課税特例の下で外国投資家が充足すべき実体要件は以下のとおりであり、この他に手続要件と
して、外国投資家による特例適用申告書の提出が必要とされている 5。 

① 有限責任組合員であること 
② 組合事業に係る業務執行又はその決定についての承認、同意その他の行為を行わないこと 
③ 組合財産に対する持分割合が 25％未満であること 
④ 無限責任組合員と特殊の関係にある者でないこと 
⑤ 他に PEに帰属する国内源泉所得を有していないこと 

しかしながら、これらの要件を課している現行の PE 課税特例については、実務上、以下のような点におい
て外国投資家にとっての使い勝手が悪く、外国投資家による国内で組成されたファンドに対する投資の障壁
となっていることが指摘されていた 6。 

① 25%未満という持分割合要件があるため、海外 LP 投資家から大きな額を受け取れず、結果的にファ
ンドサイズが大きくならない 

② LP で構成されているアドバイザリーボードについて、海外ファンドで認められているよりも承認権
限を制限しなければならない 

③ 他に PE に帰属する国内源泉所得を有していないことが要件とされているため、国内ファンドへの投
資につき 1 件でも PE 課税特例の要件を満たさない場合、他の国内ファンドへの投資についてもすべ
て PE課税特例を適用できないことになってしまう 

④ LP がファンド・オブ・ファンズである場合、最終 LP の情報まで出す必要があり、すべての LP から
承諾をもらうハードルやコストが高い 

令和 8年度税制改正の内容 

1. 大綱の内容 

大綱は、PE課税特例の適用要件について、以下の見直しを行うことを明らかにしている 7。 

① 有限責任組合員等から構成される一定の委員会を設置する投資組合の有限責任組合員の持分割合を、
現行法上の 25％未満から 50％未満に引き上げる 

② 組合事業に係る業務執行の承認等の範囲から、利益相反取引の承認等を除外する 8 
③ 他に PEに帰属する国内源泉所得を有していないこととの要件を廃止する 

 
4 泉恒有ほか「平成 21年版 改正税法のすべて」452頁 
5 租税特別措置法 41条の 21、67条の 16 
6 経済産業省「スタートアップへの成長資金供給等に係る税制の論点について」（令和７年７月９日）・36頁 
7 大綱・104頁 
8 現行の PE課税特例について、経済産業省が国税庁の確認を得たうえで公表した「外国組合員に対する課税の特例、恒久的施設を有
しない外国組合員の課税所得の特例における『業務執行として政令で定める行為』について」と題する文書においては、GPが組合の
事業目的の達成のために利益相反取引を行う場合、それは組合の業務執行に該当し、よって、LPによる利益相反取引の承認も「業務
執行等についての承認等」に該当する旨が記載されている。同文書・３頁 

https://warp.ndl.go.jp/web/20151203175733/www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy2009/explanation/pdf/P424-P474.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/r_and_d_tax_system/pdf/004_08_00.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/sangyokinyu/pdf/Q&A.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/sangyokinyu/pdf/Q&A.pdf
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④ 特例適用申告書等の記載事項の見直しを行うほか、所要の措置を講じる 

これらのうち特例適用申告書等の記載事項がどのように見直され、また、所要の措置としてどのような内
容が想定されているのかは大綱から読み取れないものの、いずれの改正内容についても、基本的には現行の
PE 課税特例の使い勝手の悪さとして指摘されていた前述の点にそれぞれ対処することを意図するものと理
解される。 

2. 他のファンド税制の関係 

ファンドについて適用される税制上の特例措置としては、PE 課税特例のほかに、「外国組合員の課税所得
の特例」がある。所得税法及び法人税法上、外国投資家による内国法人株式の譲渡については、大要、外国
投資家が内国法人の発行済株式の 25％以上を所有しており、かつ、その発行済株式の 5％以上を譲渡する場
合は、当該外国投資家が譲渡益について納税義務を負うものとされている（いわゆる事業譲渡類似株式の譲
渡益課税）9。かかる 25％及び 5％の判定に際しては、当該外国投資家の特殊関係株主等の所有する株式数を
合算するものとされており、そこには当該外国投資家が投資しているファンドの他の組合員の所有する株式
数も含まれる。そのため、外国投資家が、内国法人の発行済株式の 25％以上を所有するファンドに対して投
資する場合、当該外国投資家は、ファンドによる内国法人株式の処分により得られた譲渡益について納税義
務を負う可能性が高い。 

「外国組合員の課税所得の特例」は、かかる取り扱いに対する例外として、PE 課税特例と同じく平成 21
年度税制改正により導入されたものである。具体的には、PE課税特例と同様の考慮に基づき 10、譲渡事業年
度以前の 3 年間において、大要、以下の要件を充足した上で特例適用届出書の提出がある場合に、上述の 25%
及び 5%の判定に際して、ファンドの他の組合員が所有する株式数の合算を不要とする 11。その結果、当該特
例の適用を受ける外国投資家は、仮にファンドが内国法人の発行済株式の 25%以上を所有していたとしても、
自らの所有する株式数が 25%未満であれば 12、ファンドによる当該内国法人株式の処分により得られた譲渡
益について納税義務を負わないことになる。 

① 有限責任組合員であること 
② 組合事業に係る業務執行又はその決定についての承認、同意その他の行為を行わないこと 
③ 自ら及びその特殊関係株主等（ただし、ファンドの他の組合員は除く。）が当該内国法人の発行済株式

総数の 25％以上を所有していなかったこと 

上記③の要件は、一見すると PE課税特例の要件と同様に 25%という割合を問題としているため、PE 課税
特例と同様にその割合を 50％まで引き上げる改正が必要と思われるかもしれない。しかしながら、PE 課税
特例の要件が、外国投資家の組合財産に対する持分割合を問題としているのに対して、「外国組合員の課税所
得の特例」は、外国投資家の内国法人に対する株式保有割合を問題としており、そもそも判定対象が異なる。
「外国組合員の課税所得の特例」における 25%という株式保有割合は、前述の事業譲渡類似株式の譲渡に係
る要件 13を基礎とするものであるから、その改正のためには所得税法及び法人税法の施行令の改正も必要に
なるが、大綱においてそのような改正は示唆されていない。内国法人の発行済株式の 25％以上の取得は、ス
タートアップ等へのマイノリティー出資を主として行うベンチャー・キャピタル・ファンドにおいては問題
となりにくいところ、PE 課税特例の改正が、スタートアップへの成長資金供給を加速させるために、国内ベ

 
9 所得税法施行令 281条 1項 4号ロ、4項乃至 7項、法人税法施行令 178条 1項 4号ロ、4項乃至 7項。なお、内国法人がいわゆる不
動産関連法人（所得税法施行令 281条 1項 5号、8項乃至 10項、法人税法施行令 178条 1項 5号、8項乃至 10項）に該当する場合
は異なる割合に基づき納税義務の有無が判断される。 
10 泉恒有ほか・前掲脚注 4・468頁 
11 租税特別措置法施行令 26条の 31、39条の 33の 2 
12 厳密には、自ら及びその特殊関係株主等の保有する株式数が 25％以上であるか否かで判定されるところ、本文記載の特例に係る要
件を充足する場合には、特殊関係株主等の範囲から、ファンドの他の組合員が除外されることになる。 
13 所得税法施行令 281条 6項、法人税法施行令 178条 6項 
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ンチャー・キャピタル・ファンドへの投資の障壁を取り除くことを政策目的とすることに照らしても 14、令
和 8年度税制改正において、事業譲渡類似株式の譲渡及びその特例としての「外国組合員の課税所得の特例」
について実質的な改正が行われる可能性は低いと思われる。 

2026年 1月 6日 

[執筆者]  
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いては、国際機関にて国際租税政策の立案に関与した経験を活かして国際課税のプラン
ニングに係る助言を数多く取り扱っている。また、税務調査・税務訴訟の経験も豊富で
あり、自ら手がけた税務訴訟の代表的案件として、外国銀行に対して発行された社債の
利払いに係る源泉所得税の納税告知処分等が所得の帰属者の認定誤りにより違法とさ
れ、国に対して約 53 億円の支払いが命じられた事件（東京地裁令和 4 年 2 月 1 日判決
（納税者勝訴、確定））がある。 
海外の評価媒体（Chambers Asia-Pacific、Legal 500 及び Best Lawyers）において日
本の租税法部門の弁護士として選出されている。Harvard Law School 卒業時には、租
税法分野における最優秀論文賞（Sidney I. Roberts Prize）も受賞した。 
国際連合・国際租税協力専門家委員会の事務局における半年間のインターンを経た後、
2015 年から 2017 年の間、OECD 租税委員会の事務局として BEPS プロジェクトに係る
ワーキング・パーティー等の運営に従事。IFA（国際租税協会）日本支部理事。 
2025 年から、東京大学法科大学院・客員准教授（租税法）も務める。 

 

本ニュースレターは、各位のご参考のために一般的な情報を簡潔に提供することを目的としたものであり、当事務所
の法的アドバイスを構成するものではありません。また見解に亘る部分は執筆者の個人的見解であり当事務所の見解
ではありません。一般的情報としての性質上、法令の条文や出典の引用を意図的に省略している場合があります。個
別具体的事案に係る問題については、必ず弁護士にご相談ください。 

 

ニュースレターの配信登録を希望される場合には、<https://www.nagashima.com/newsletters/>より「Legal 
Lounge」に会員登録ください。 
ニュースレターに関するお問い合わせ等につきましては、<newsletter@nagashima.com>までご連絡ください。 

 
 

14 経済産業省「令和 8年度税制改正要望書」及び経済産業省・前掲脚注 6・28乃至 36頁 

https://www.nagashima.com/newsletters/
mailto:newsletter@nagashima.com
https://www.meti.go.jp/main/zeisei/zeisei_fy2026/zeisei_r/kokuzei.pdf
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